
- 1 - 
 

 

2026 年９月 16 日 

各 位 
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 (コード番号：297A 東証スタンダード市場) 

問 合 せ 先 常務取締役   伊藤 篤 
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資金の借入に関するお知らせ 

 

当社は、本日（2026 年９月 16 日）開催の取締役会において、下記のとおり、サステナビリテ

ィ・リンク・ローンによるシンジケートローン契約の締結及び観光・不動産事業開発を目的とす

る借入契約の締結（以下、併せて「本借入れ」といいます。）について決議しましたので、お知ら

せいたします。 

記 

 
１．本借入れの理由 

当社は、設備投資、既存借入金の借換え及び運転資金のための資金調達を目的として、総

額 90 億円のサステナビリティ・リンク・ローン（注）によるシンジケートローン契約を締結

する予定であります。 

これに加え、当社グループの成長基盤構築に向けた観光・不動産事業における開発を目的

として、25 億円の借入契約を締結する予定であります。 

今後も各金融機関と緊密な連携を図り、当社グループのさらなる企業価値の向上及びサス

テナビリティ経営の推進に取り組んでまいります。 
 

（注）サステナビリティ・リンク・ローンについて 
本契約は、当社のサステナビリティ戦略に基づき設定したサステナビリティ・パフォー

マンス・ターゲット（SPTs）として、子育てサポート企業認定「くるみん」や女性活躍推

進企業認定「えるぼし」の取得を目標に掲げ、その達成状況に応じて借入利率が優遇され

る仕組みの融資であります。本ローンの活用により、金利コストの低減を図るとともに、

当社グループのダイバーシティ＆インクルージョン推進をはじめとするサステナビリテ

ィ経営に取り組んでまいります。 
 
２．資金の借入の内容 

（１）サステナビリティ・リンク・ローンによるシンジケートローン契約の概要 
組 成 金 額 90 億円 

契 約 締 結 日 2026 年９月 28 日（予定） 

実 行 日 2026 年９月 30 日（予定）、2027 年１月４日（予定） 

契 約 形 態 タームローン 

借 入 期 間 2026 年９月 30 日から 2033 年９月 30 日までの７年間 

返 済 方 法 元金均等返済 
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借 入 利 率 変動金利（基準金利＋スプレッド） 

担 保 等 の 有 無 無担保 

アレンジャー兼 

エ ー ジ ェ ン ト 
株式会社八十二長野銀行 

ジ ョ イ ン ト ・ 

ア レ ン ジ ャ ー 
株式会社みずほ銀行 

参 加 金 融 機 関 株式会社八十二長野銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住

友銀行、株式会社三菱 UFJ 銀行、長野県信用農業協同組合連合

会、株式会社商工組合中央金庫、松本信用金庫、株式会社日本政

策投資銀行、農林中央金庫、長野県信用組合、株式会社千葉銀行、

株式会社あおぞら銀行、株式会社りそな銀行 

資 金 使 途 設備投資、既存借入金の借換え及び運転資金 

財 務 制 限 条 項 ① 借入人の各年度の決算期の末日における借入人の連結の貸

借対照表における純資産の部の金額が、当該決算期の直前の

決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表における

純資産の部の金額の 75 パーセントの金額以上であること 

② 借入人の各年度の中間期の末日における借入人の連結の貸

借対照表における純資産の部の金額が、当該中間期の直前の

中間期の末日における借入人の連結の貸借対照表における

純資産の部の金額の 75 パーセントの金額以上であること 

③ 借入人の各年度の決算期に係る借入人の連結の損益計算書

上の経常損益に関して、それぞれ２期連続して経常損失を計

上していないこと 

④ 借入人の各年度の中間期に係る借入人の連結の損益計算書

上の経常損益に関して、それぞれ２期連続して経常損失を計

上していないこと 

 
（２）観光・不動産事業開発を目的とする借入契約の概要 

借 入 金 額 25 億円 

契 約 締 結 日 2026 年９月 29 日（予定） 

実 行 日 2026 年９月 29 日（予定） 

契 約 形 態 金銭消費貸借契約 

借 入 期 間 2026 年９月 29 日から 2027 年９月 29 日までの１年間 

返 済 方 法 期日一括返済 

借 入 利 率 基準金利（固定金利） 

担 保 等 の 有 無 有 

借 入 先 株式会社八十二長野銀行 

資 金 使 途 設備投資資金等 

財 務 制 限 条 項 無し 

 
３．今後の見通し 

本件が 2027 年３月期の連結業績に与える影響は軽微であります。今後、公表すべき事項が

生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


